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(57)【要約】
【課題】本発明は、シンプルな構造で、昇降のストロー
クが長く、且つ、使用上の安全性が高い新規な吊持装置
、及び前記吊持装置と共に用いられる新規な吊持補助具
を提供することを目的とする。
【解決手段】　シーソー運動の力点側となるアーム４の
後端部側が押し下げられることによって、シーソー運動
の作用点側となる前記アーム４の前端部側が上昇された
状態で、前記アーム４の傾斜角（θ）が固定され、前記
アーム４の前端部側を経由して吊下ろされた索体７を介
して重量物Ｗを吊り持ち、リール６の巻取り量によって
前記重量物Ｗを昇降させる吊持装置１において、前記ア
ーム４の支点となる支軸４２を、前記アーム４の前端部
側の長さが後端部側の長さより長くなる位置に配置し、
前記シーソー運動によって前端部側を上昇させた前記ア
ーム４の傾斜角（θ）が少なくとも４５度以内の間は、
前記アーム４の重心位置が前端部側に存するようにする
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　重量物を昇降可能に吊り持つための吊持装置であって、
　基台と、
　前記基台状に配された支柱と、
　前記支柱に存する軸受に対して、シーソー運動が可能となるように支軸が支持されたア
ームと、
　前記アームの傾斜角を固定する固定具と、
　前記アームに取り付けられたリールと、
　前記リールに巻き取られた索体と、
　を具備してなり、
　前記シーソー運動の力点側となる前記アームの後端部側が押し下げられることによって
、前記シーソー運動の作用点側となるアームの前端部側が上昇された状態で、前記固定具
にて前記アームの傾斜角が固定され、前記アームの前端部側を経由して吊下ろされた前記
索体を介して前記重量物を吊り持ち、前記リールの巻取り量によって前記重量物を昇降さ
せるものであり、
　前記アームの支点となる前記支軸は、前記アームの前端部側の長さが後端部側の長さよ
り長くなる位置に配置され、前記シーソー運動によって前端部側を上昇させた前記アーム
の傾斜角が少なくとも４５度以内の間は、前記アームの重心位置が前端部側に存するよう
になされたことを特徴とする吊持装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の吊持装置において、
　前記リールが、前記アームの前端部側に取り付けられてなる吊持装置。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の吊持装置において、
　更に、ウェイト部材が、前記アームの前端部側に取り付けられてなる吊持装置。
【請求項４】
　請求項１ないし３のいずれか１項に記載の吊持装置において、
　前記軸受が、
　長手方向を前記アームと交差する方向に沿わして配された底板と、
　前記底板の短手方向を挟んで対向する位置に配置された、前端部側支持部、及び、後端
部側支持部と、
　を具備してなり、
　円筒状又は円柱状となされた前記支軸が、前記底板に沿って載置され、且つ、前記前端
部側支持部と前記後端部側支持部との間に存する間隙に挿入された状態にて、前記軸受に
対して支持されてなり、
　前記前端部側支持部が、前記支軸の外周壁の長手方向に沿って線接触し得る壁面を有し
てなる吊持装置
【請求項５】
　請求項１ないし４のいずれか１項に記載の吊持装置において、
　前記基台と、前記支柱と、前記アームと、の少なくとも三部材に分解可能となされた吊
持装置。
【請求項６】
　請求項１ないし５のいずれか１項に記載の吊持装置において用いられる吊持補助具であ
って、
　重量物が固定される基体と、
　前記基体の幅方向に沿って設けられた複数の貫通孔と、
　を具備してなり、
　複数の前記貫通孔から選択された一の貫通孔に、前記索体が直接締結され、又は、前記
索体の先端に取り付けられたフックが掛止されて使用されるものであることを特徴とする
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吊持補助具。

 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、重量物を昇降可能に吊り持つための吊持装置、及び吊持補助具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車エンジン、発電機、大型ワーク、鉄骨、又は、鉄板などの重量物を吊り上げたり
、運搬したりするにあたっては、ジブクレーンや引き込みクレーンなどのクレーン装置が
用いられる。
【０００３】
　この種のクレーン装置は、小型の物であっても、嵩高く、高価なものであり、設置スペ
ースの確保や設置コストの点において、小規模の工場などに配備することは困難である。
【０００４】
　そのため、最近では、シーソー運動によってアームを動かす簡易的な吊持装置が開発さ
れている（例えば、下記特許文献１、２参照。）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１１‐４６４８８号公報
【特許文献２】特開２００４‐７６５０９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　前記特許文献１に記載の吊持装置（重量ワーク吊持装置）は、シーソー運動するアーム
上に、前記アームに沿って進退可能となされたバランスウェイトが配されたものである。
即ち、前記特許文献１に記載の吊持装置は、前記バランスウェイトを進退させることによ
って前記アームのモーメントを変化させ、もってアームを昇降させるものである。
【０００７】
　しかしながら、前記特許文献１に記載の吊持装置は、前記バランスウェイトを進退運動
させる駆動用シリンダーや、前記駆動用シリンダーを駆動させる動力源が必要となるため
、やはり高価なものになる。
【０００８】
　一方、前記特許文献２に記載の吊持装置（荷役材吊上機）は、フレームの先端部寄り下
部にキャスターが設けられてなり、前記フレームを前記キャスター近傍の支点周りにシー
ソー運動可能に構成されたものである。前記特許文献２に記載の吊持装置は、前記フレー
ムを人力にてシーソー運動させ、もって、フレームの先端に吊アームを介して設けた挟持
リンクを昇降させる仕組みのため、製造コストを上げる原因となる駆動装置や制御機構は
備えられていない。
【０００９】
　しかしながら、前記特許文献２に記載の吊持装置は、支点となる前記キャスターがフレ
ームの先端部寄りに設けられていることから、昇降のストロークは非常に短いものとなる
。又、前記重量物を持ち上げた際に、前記挟持リンクから前記重量物が滑り落ちたり、前
記吊アームが破損したりして、前記重量物が落下した場合、前記フレームが作業者側に倒
れて、作業者が前記フレームの下敷きになったりすることも考えられる。
【００１０】
　本発明は、前記技術的課題に鑑みて完成されたものであり、シンプルな構造で、昇降の
ストロークが長く、且つ、使用上の安全性が高い新規な吊持装置、及び前記吊持装置と共
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に用いられる新規な吊持補助具を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　前記技術的課題を解決するために、本発明の吊持装置は、重量物を昇降可能に吊り持つ
ための吊持装置であって、基台と、前記基台状に配された支柱と、前記支柱に存する軸受
に対して、シーソー運動が可能となるように支軸が支持されたアームと、前記アームの傾
斜角を固定する固定具と、前記アームに取り付けられたリールと、前記リールに巻き取ら
れた索体と、を具備してなり、前記シーソー運動の力点側となる前記アームの後端部側が
押し下げられることによって、前記シーソー運動の作用点側となるアームの前端部側が上
昇された状態で、前記固定具にて前記アームの傾斜角が固定され、前記アームの前端部側
を経由して吊下ろされた前記索体を介して前記重量物を吊り持ち、前記リールの巻取り量
によって前記重量物を昇降させるものであり、前記アームの支点となる前記支軸は、前記
アームの前端部側の長さが後端部側の長さより長くなる位置に配置され、前記シーソー運
動によって前端部側を上昇させた前記アームの傾斜角が少なくとも４５度以内の間は、前
記アームの重心位置が前端部側に存するようになされたことを特徴とする（以下、本発明
装置と称する。）。
【００１２】
　前記本発明装置においては、前記リールが、前記アームの前端部側に取り付けられてな
るものが好ましい態様となる。
【００１３】
　前記本発明装置においては、更に、ウェイト部材が、前記アームの前端部側に取り付け
られてなるものが好ましい態様となる。
【００１４】
　前記本発明装置においては、前記軸受が、長手方向を前記アームと交差する方向に沿わ
して配された底板と、前記底板の短手方向を挟んで対向する位置に立設された、前端部側
支持部、及び、後端部側支持部と、を具備してなり、円筒状又は円柱状となされた前記支
軸が、前記底板に沿って載置され、且つ、前記前端部側支持部と前記後端部側支持部との
間に存する間隙に挿入された状態にて、前記軸受に対して支持されてなり、前記前端部側
支持部が、前記支軸の外周壁の長手方向に沿って線接触し得る壁面を有してなるものが好
ましい態様となる。
【００１５】
　前記本発明装置においては、前記基台と、前記支柱と、前記アームと、の少なくとも三
部材に分解可能となされたものが好ましい態様となる。
【００１６】
　本発明の吊持補助具は、前記本発明装置において用いられるものであり、重量物が固定
される基体と、前記基体の幅方向に沿って設けられた複数の貫通孔と、を具備してなり、
複数の前記貫通孔から選択された一の貫通孔に、前記索体が直接締結され、又は、前記索
体の先端に取り付けられたフックが掛止されて使用されるものであることを特徴とする（
以下、「本発明補助具」と称する。）。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明は、非常にシンプルな構造であり、しかも、昇降のストロークが長く、且つ、使
用上の安全性が高い。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】図１は、実施形態１に係る本発明装置を示す斜視図である。
【図２】図２は、前記本発明装置における基台を示す斜視図である。
【図３】図３は、前記本発明装置における支柱を、軸受の部分を拡大して示す斜視図であ
る。
【図４】図４（ａ）は、前記本発明装置におけるアームの前端部側を拡大して示す斜視図
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であり、図４（ｂ）は、前記アームの後端部側を拡大して示す斜視図である。
【図５】図５は、前記本発明装置におけるリールの部分を拡大して示す斜視図である。
【図６】図６は、前記支柱に前記アームの支軸を支持した状態を示す斜視図である。
【図７】図７（ａ）は、前記本発明装置における前記アームの後端部側を押し下げている
作業を示す側面図であり、図７（ｂ）は、前記アームの傾斜角を固定した状態を示す側面
図である。
【図８】図８は、前記本発明装置を分解し、バンドにてまとめた状態を示す斜視図である
。
【図９】図９（ａ）、（ｂ）は、前記本発明装置にて、重量物を昇降させている作業を示
す側面図である。
【図１０】１０は、本発明補助具を示す斜視図である。
【図１１】図１１は、前記本発明補助具を用い、前記本発明装置にて、重量物を昇降させ
ている作業を示す側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明を実施するための形態（実施形態）を図面に基づいて説明するが、本発明
はこの実施形態に限定されるものではない。
【００２０】
［実施形態１］
＜本発明装置＞
　図１に、実施形態１に係る本発明装置１を示す。前記本発明装置１は、基台２と、支柱
３と、アーム４と、固定具５と、リール６と、索体７と、を具備する。以下の説明におい
て、方向を示す「前」は前記アーム４の前端部（作用点）側、「後」は前記アーム４の後
端部（力点）側、「右」は後方から見た右側、「左」は後方から見た左側を意味する。
【００２１】
　前記基台２は、前記本発明装置１の土台となる部分である。図２に示すように、本実施
形態において、前記基台２は、メインフレーム２１と、主車輪部２２と、支柱受け部２３
と、足置き部２４と、アウトリガー２５と、保持部材２６と、を具備する。
【００２２】
　前記メインフレーム２１は、左右方向に間隔を空けて平行に配置された二本の角パイプ
（以下、「第一パイプ」と称する。）２１１が、前後に間隔を空けて平行に配置された別
の二本の角パイプ（以下、「第二パイプ」と称する。）２１２にて架橋され、前記第二パ
イプ２１２間が、更に別の角パイプ（以下、「第三パイプ」と称する。）２１３にて架橋
された構造を有する。前記第一パイプ２１１と前記第三パイプ２１３は、等間隔にて配置
されている。前記第一パイプ２１１には、上側の壁面を貫通するタップ孔２１１１が形成
されている。前記第一～第三パイプ２１１～２１３は、全て金属製（鉄製）であり、前記
第一～第三パイプ２１１～２１３同士の接合は、溶接にて行われている。
【００２３】
　前記主車輪部２２は、一般に「自在キャスター」と称される、走向方向が可変となされ
た転動体である。前記主車輪部２２は、前記第三パイプ２１３を挟んで等間隔の位置にお
いて、前記メインフレーム２１の第二パイプ２１２を架橋するようにして差し渡された状
態で溶接固定された、二本のアングル鋼２２１の下面にそれぞれ２箇所ずつ（都合、四箇
所）配置されている。更に詳しくは、前記アングル鋼２２１の一端は、前記メインフレー
ム２１から後方に向かって幾分はみ出しており、前記主車輪部２２は、前記アングル鋼２
２１のはみ出された部分の下面と、前記アングル鋼２２１の、前記第二パイプ２１２に挟
まれた位置の下面に配置されている。
【００２４】
　前記支柱受け部２３は、前記メインフレーム２１における前記第三パイプ２１３上にお
いて、垂直方向に立設した状態にて溶接固定された鉄製の角パイプである。前記支柱受け
部２３には、後ろ側の壁面を貫通するタップ孔２３１が形成されている。
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【００２５】
　前記足置き部２４は、前記メインフレーム２１の右方に存する前記アングル鋼２２１に
沿って配置された状態で、前記アングル鋼２２１と前記第二パイプ２１２とに溶接固定さ
れた鉄板である。
【００２６】
　前記アウトリガー２５は、前記第一パイプ２１１の内径より小さい外径を有する鉄製の
角パイプ（以下、「第四パイプ」と称する。）２５１と、副車輪部２５２と、を具備する
。前記第四パイプ２５１は、帯状の鉄板にて左右の側壁が補強されている。又、前記第四
パイプ２５１の後端には、前記第四パイプ２５１の端面形状とほぼ同一の形状を有する金
属板からなる留め金２５３が、その重心を回転中心として回転可能に取り付けられている
。前記副車輪部２５２は、前記第四パイプ２５１の前端に溶接固定されたチャネル鋼２５
２１と、前記チャネル鋼２５２１の両内側面を架橋するようにして、回転軸が軸支された
状態で回転可能に取り付けられた車輪２５２２と、を具備する。
【００２７】
　前記アウトリガー２５は、前記第四パイプ２５１の後端側を先行させて、前記第一パイ
プ２１１の前端に存する開口から挿入されることによって芯鞘構造をなし、もって前記メ
インフレーム２１に対し、前後方向に伸縮自在となる。前記留め金２５３は、前記第四パ
イプ２５１を、前記第一パイプ２１１内に挿入し、前記第四パイプ２５１の後端を、前記
第一パイプ２１１の後端に存する開口から突出させた際に、９０度回転された状態となさ
れ、もって、前記第四パイプ２５１の抜け止めを図る役目を担うものとなる。なお、伸縮
させた前記アウトリガー２５の固定は、前記第一パイプ２１１に形成されたタップ孔２１
１１にボルトＢを螺合させ、前記ボルトＢの軸の先端面を前記第四パイプ２５１の上面に
押し付けることにより行われる。
【００２８】
　前記保持部材２６は、前記メインフレーム２１における後方側の第二パイプ２１２に溶
接固定されている。前記保持部材２６は、「ハンマーロック式」と称されるストッパであ
る。ハンマーロック式のストッパは、台車などの車輪を床面から若干浮き上がらせること
により、台車本体を地面に固定するものであるが、本発明装置１において前記保持部材２
６は、必ずしも前記主車輪部２２を浮き上がらせるものではなく、主に地面に設置して、
前記主車輪部２２の転動を制限する役目を担うものとなる。
【００２９】
　図３に示すように、前記支柱３は、前記基台２における前記支柱受け部２３の内径とほ
ぼ同じ外径を有する鉄製の角パイプ（以下、「第五パイプ」と称する。）３１と、前記第
五パイプ３１の上端に取り付けられた軸受３２と、を具備する。前記支柱３は、前記第五
パイプ３１の下端側を先行させて、前記支柱受け部２３に挿入されることにより、垂直方
向に立った状態で、前記基台２に取り付けられる。前記支柱受け部２３に対する前記支柱
の固定は、前記支柱受け部２３に形成されたタップ孔２３１にボルトを螺合させ、前記ボ
ルトの軸の先端面を前記第五パイプ３１の側面に押し付けることにより行われる。
【００３０】
　前記軸受３２は、底板３２１と、前端部側支持部３２２と、後端部側支持部３２３と、
を具備する。
【００３１】
　前記底板３２１は、略長方形に加工された鉄製の板材である。前記底板３２１は、長手
方向を左右方向に沿わせた状態、且つ、一面を上方に向けた状態で、前記第五パイプ３１
の上端に溶接固定されている。なお、本実施形態においては、前記底板３２１の左右両端
辺において、上方に向かって立設された一対の側壁３２１１が設けられており、各側壁３
２１１には、それぞれタップ孔３２１２が形成されている。
【００３２】
　前記前端部側支持部３２２は、一対のアングル鋼からなる。前記前端部側支持部３２２
は、一側壁の中程を前記底板３２１の前方側に存する側辺に接触させた状態、且つ、他側
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壁にて前記第五パイプ３１を左右から挟むようにして、前記第五パイプ３１に溶接固定さ
れている。
【００３３】
　前記後端部側支持部３２３は、略Ｌ字状に加工された鉄製の一対の板材からなる。前記
後端部側支持部３２３は、前記底板３２１の後方側に存する側辺に接触させた状態、且つ
、前記第五パイプ３１を左右から挟むようにして、前記第五パイプ３１に溶接固定されて
いる。
【００３４】
　図４（ａ）、（ｂ）に示すように、前記アーム４は、アーム本体４１と、支軸４２と、
を具備する。前記アーム本体４１は、鉄製の角パイプ（以下、「第六パイプ」と称する。
）４１１と、前記第六パイプ４１１の内径より小さい外径を有する鉄製の角パイプ（以下
、「第七パイプ」と称する。）４１２と、を具備する。
【００３５】
　前記第六パイプ４１１には、後端の上面に掛止爪４１１１が溶接固定されており、後端
の下面に円筒状の鉄パイプからなる取手４１１２が溶接固定されている。又、前記第六パ
イプ４１１の後端は、金属板によって閉塞されている。更に、前記第六パイプ４１１には
、一側壁を貫通するタップ孔４１１３が形成されている。
【００３６】
　前記第七パイプ４１２は、帯状の鉄板４１２４にて左右の側壁が補強されている。前記
第七パイプ４１２の前端には、滑車部４１２１が取り付けられている。前記滑車部４１２
１は、前記第七パイプ４１２の前端に溶接固定されたチャネル鋼４１２１１と、前記チャ
ネル鋼４１２１１の両内側面を架橋するようにして、回転軸が軸支された状態で回転可能
に取り付けられた滑車４１２１２と、前記滑車４１２１２の上部において、前記チャネル
鋼４１２１１の両内側面を架橋するようにして差し渡されたガイド棒４１２１３と、を具
備する。前記第七パイプ４１２には、一側壁において、長さ方向に沿って複数の貫通孔４
１２３が形成されている。
【００３７】
　前記第七パイプ４１２は、後端側を先行させて、前記第六パイプ４１１の前端に存する
開口からに挿入されることによって芯鞘構造をなし、もって前記第六パイプ４１１に対し
、伸縮自在となる。なお、伸縮させた前記第七パイプ４１２の固定は、前記第六パイプ４
１１に形成された前記タップ孔４１１３と、前記第七パイプ４１２に形成された前記貫通
孔４１２３のうちの一つを重ね合わせたうえで、ボルトＢの軸を挿入することによって行
われる。
【００３８】
　前記支軸４２は、円筒状の鉄パイプからなる。前記支軸４２は、前記アーム本体４１に
おける前記第六パイプ４１１の下面に溶接固定されている。前記支軸４２の固定位置から
前記滑車部４１２１までの距離（特許請求の範囲における「前端部側の長さ」）は、前記
支軸４２の固定位置から前記第六パイプ４１１の後端までの距離（特許請求の範囲におけ
る「後端部側の長さ」）より長く設定されている。なお、本実施形態においては、前記支
軸４２の取り付け位置の上部、且つ、前記第６パイプ４１１を左右から挟む位置において
、一対の金属板からなる当接片４３が溶接固定されている。
【００３９】
　前記固定具５は、鉄製のチェーンである（図１参照）。前記固定具５は、一端が、前記
基台２の前記メインフレーム２１における後方側の第二パイプ２１２に固定されたＵ字金
具２９に連結されている。
【００４０】
　図５に示すように、前記リール６は、前記アーム本体４１における前記第六パイプ４１
１の上面に取り付けられている。前記リール６は、前記第六パイプの上面に溶接固定され
た設置台６１と、前記設置台６１にボルト固定されたリール本体６２と、からなる。前記
リール本体６１の回転操作は、ラチェット６１１を操作することによって行われる。前記
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リール６は、前記支軸４２の固定位置より前記第六パイプ４１１の前端寄りの位置（特許
請求の範囲における「前端部側」）に配置されている。
【００４１】
　前記索体７は、布製のベルトである（図１参照）。前記索体７は、前記リール６に巻き
取られている。前記索体７の先端には、所望によりフック７１が取り付けられる。
【００４２】
　前記構成を有する本発明装置１は、前記基台２における前記支柱受け部２３に前記支柱
３を挿入し、前記支柱３の上端に取り付けられた前記軸受３２の底板３２１に、前記アー
ム４の前記支軸４２を上方から載置することによって組み立てられる。
【００４３】
　前記索体７は、前記リール６から引き出され、前記アーム４の前端部側を経由して、前
記アーム４の前端に取り付けられた前記滑車部４１２１の前記滑車４１２１２と前記ガイ
ド棒４１２１３の間を通された状態で、前記アーム４から吊り下げられる。
【００４４】
　前記支柱３は、前記支柱受け部２３に挿入された状態で、前記支柱受け部２３に形成し
たタップ孔２３１にボルトの軸を螺合させ、前記ボルトの軸の先端を前記支柱３の側面に
突き当てることにより、前記支柱受け部２３に固定される。
【００４５】
　図６に示すように、前記アーム４は、前記支軸４２が、前記軸受３２の底板３２１に沿
って載置され、且つ、前記前端部側支持部３２２と前記後端部側支持部３２３との間に存
する間隙に挿入された状態にて、前記軸受３２に対してシーソー運動可能に軸支される。
【００４６】
　本実施形態において、前記軸受３２は、前記前端部側支持部３２２が、前記支軸４２の
外周壁の長手方向に沿って線接触し得る壁面を有しているから、前記アーム４の前記シー
ソー運動中、前記支軸４２が傾いたり、ぶれたりすることが好適に抑制される。前記前端
部側支持部３２２の高さ（前記底板３２１の上面から、前記前端部側支持部３２２の壁面
上端までの距離）は、前記支軸４２の外径の１．５倍以上（より好ましくは、２倍以上）
とすることが好ましい。又、前記前端部側支持部３２２の幅（一対の前記前端部側支持部
３２２の壁面の幅の合計）は、前記支軸４２における前記アーム４の左右に張り出した両
端部分の長さの合計の５０％以上（より好ましくは、８０％以上）とすることが好ましい
。
【００４７】
　なお、本実施形態においては、前記アーム４に前記当接片４３が取り付けられているが
、この当接片４３は、前記アーム４の傾斜角（θ）が前記固定具５によって固定されてい
ない場合に、前記軸受３２の前記前端部側支持部３２２に当接し、前記アーム４の傾斜角
（θ）が０度以下にならないようにする役割を担う。
【００４８】
　又、本実施形態においては、安全性をより担保すべく、前記底板３２１の左右両端辺に
設けられた一対の側壁３２１１に形成された各タップ孔３２１２にそれぞれボルトＢを螺
合し、各ボルトＢの軸を前記支軸４２の両開口端からそれぞれ挿入することによって、よ
り確実に前記アーム４を支持している。この際、前記タップ孔３２１２から突出させた前
記ボルトＢの軸が確実に、前記支軸４２に挿入されていることを目視にて確認できるよう
に、対向する前記側壁３２１１間の距離を、前記支軸４２の長さより長くし、前記側壁３
２１１と前記支軸４２の端部との間に間隙（好ましくは、５～２０ｍｍの間隙）が形成さ
れるようにすることが好ましい。
【００４９】
　図７（ａ）に示すように、前記軸受３２によって前記支軸４２が軸支された前記アーム
４の前記シーソー運動は、力点側となる前記アーム４の後端部側が押し下げられることに
よって行われる。なお、前記足置き部２４は、作業員が、前記アーム４の後端部側を押し
下げる際に、足を置いて踏ん張り易くするために取り付けられたものである。この作業に
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より、前記シーソー運動の作用点側となる前記アーム４の前端部側は上昇する。次いで、
図７（ｂ）に示すように、前記固定具５を前記掛止爪４１１１に引っ掛ければ、前記アー
ム４の傾斜角（θ）が固定される。
【００５０】
　前記本発明装置１において、前記アーム４は、前端部側の長さが、後端部側の長さより
長く設定されている。これより、前記支軸４２を前記軸受３２に軸支した際、前記アーム
４は、前端部側に重心が偏り、もって、前端部側が下がる方向に付勢される。本発明装置
１においては、前記シーソー運動によって前端部側を上昇させた前記アーム４の傾斜角（
θ）が少なくとも４５度以内の間（より好ましくは、５０度以内の間）は、前記アーム４
の重心位置が前端部側に存するようになされる。これより、前記アーム４の傾斜角（θ）
の調整作業中に、前記支軸４２が前記軸受３２から外れることを好適に抑制することがで
きる。又、前記アーム４の傾斜角の調整中に、誤って、前記アーム４と前記支柱３との間
に指を挟んだりする事故を好適に抑制することができる。
【００５１】
　又、本発明装置１においては、前記アーム４に対する前記リール６の取り付け位置を、
前記アーム６の前端部側としている。これにより、前記支軸４２を前記軸受３２に軸支し
た際、前記アーム４の重心がより一層前端部側に偏り、もって、前端部側が下がる方向へ
の付勢力が大きくなる。なお、前記リール６と共に、又は、前記リール６に替えて、前記
アーム６の前端部側に荷重を付加するウェイト部材（錘）を取り付けても同様の効果が得
られる。
【００５２】
　本実施形態において、前記アーム４は伸縮可能となされているが、特許請求の範囲にお
ける、「前記シーソー運動によって前端部側を上昇させた前記アームの傾斜角が少なくと
も４５度以内の間は、前記アームの重心位置が前端部側に存する」との記載は、前記アー
ム４が最も縮められた状態における重心位置を意味する。
【００５３】
　又、本実施形態においては、前記アーム本体４１が真っ直ぐな角パイプ（第六パイプ４
１１及び第七パイプ４１２）で構成されていることから、前記アーム４の傾斜角（θ）は
、前記アーム本体４１の傾斜角と等しくなる。しかしながら、本発明装置１は、前記アー
ム本体４１につき、湾曲していたり、屈曲していたりすることを否定するものではない。
従って、本発明装置１においては、前記アーム４の傾斜角（θ）が、前記アーム本体４１
の傾斜角と異なる場合がある。そこで、本発明装置１において、前記アーム４の傾斜角（
θ）とは、前記支軸４２と前記アーム４の先端（本実施形態においては、前記滑車部４１
２１の存する位置）とを結ぶ仮想直線と、水平面とがなす角を意味するものと定義する。
【００５４】
　なお、前記構成を有する本発明装置１は、保管時において、少なくとも前記基台２と、
前記支柱３と、前記アーム４との三つの部材に簡単に分解することができる。又、前記基
台２から一対の前記アウトリガー２５を取り外すこともできる。分解した本発明装置１は
、図８に示すように非常にコンパクトにまとめることができ、バンドにて締結することも
できる。これより、前記本発明装置１は、保管スペースの確保が容易となり、しかも運搬
性が向上されたものとなる。
【００５５】
　又、前記構成を有する本発明装置１は、金属パイプ、アングル、チャネル鋼、及び鉄板
等の部材を組み合わせて製造することができる。又、前記主車輪部２２や前記副車輪部２
５２、前記固定具５、前記リール６、及び前記索体７も市販の製品を流用することができ
る。そのため、前記本発明装置１は、製造コストが非常に安価なものとなる。
【００５６】
＜本発明装置１を用いた重量物Ｗの昇降作業＞
　図９に、本発明装置１を用いた重量物Ｗの昇降作業を示す。
　前記本発明装置１を用いて、重量物Ｗの昇降作業を行うにあたっては、まず、前記本発
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明装置１を前記重量物Ｗの近くまで搬送する。前記本発明装置１は、前記主車輪部２２が
自在キャスターとなっているため、走行方向を自在とすることができる。又、前記副車輪
部２５２が直進安定性を向上させている。更に、前記本発明装置１は、前記アウトリガー
２５を縮めてコンパクト化することができるため、小規模工場内の作業通路も走向させる
ことができる。これより、本発明装置１は、前記重量物Ｗの近くまで容易に搬送される。
【００５７】
　図９（ａ）に示すように、前記重量物Ｗの近くまで搬送された前記本発明装置１は、一
対の前記アウトリガー２５の間に前記重量物Ｗが存するように位置取りされる。
【００５８】
　前記本発明装置１の設置位置が決定されたら、前記基台２における前記アウトリガー２
５の伸縮長さを固定する。又、前記アーム４の伸縮長さも決定する。前記アウトリガー２
５の伸縮長さは、前記重量物Ｗの重量、及び許容されるスペースに応じて適宜決定される
。前記アーム４の伸縮長さは、前記重量物Ｗのサイズや、予定されている吊り下げ高さに
応じて適宜決定される。前記アウトリガー２５の伸縮長さ、及び、前記アーム４の伸縮長
さが決定されたら、前記保持部材２６を押し下げ、前記基台２を固定する。
【００５９】
　次いで、作業員が、前記取手４１１２を持ち、係る作業員の人力により、前記アーム４
の後端部側を押し下げつつ、前記固定具５を前記掛止爪４１１１に引っ掛ければ、前記ア
ーム４の傾斜角（θ）が所望の角度に固定される（図７参照）。前記アーム４の傾斜角（
θ）は、前記重量物Ｗのサイズや、予定されている吊り下げ位置に応じて適宜決定される
。
【００６０】
　前記アーム４の傾斜角（θ）が固定されたら、図９（ｂ）に示すように、前記リール６
から前記索体７を引き出し、前記索体７の先端に取り付けられた前記フック７１を前記重
量物Ｗに掛け、前記リール６における前記ラチェット６１１を操作することによって、前
記索体６を巻き取り、前記重量物Ｗを吊り上げる。
【００６１】
　この状態で、前記保持装置２６を解除すれば、前記重量物Ｗを吊り下げたまま、本発明
装置１を移動させることができる。又、前記重量物Ｗの吊下ろしは、前記リール６におけ
る前記ラチェット６１１を操作することによって、前記索体６を送り出すことによって行
われる。
【００６２】
　前記工程により、前記重量物Ｗの昇降作業を示す本発明装置１は、前記重量物Ｗのサイ
ズや予定されている吊り下げ位置に応じて、前記アーム４の前端位置を適宜変更すること
ができる。又、前記アーム４につき、前端部側の長さが、後端部側の長さより長く設定さ
れているから、十分な昇降ストロークを確保することができる。
【００６３】
　なお、本実施形態においては、前記本発明装置１の運搬性を向上すべく、前記基台２に
おいて、前記主車輪２２や前記副車輪２５２を備えているが、前記主車輪２２や前記副車
輪２５２は、前記本発明装置１における必須構成要件ではない。前記基台２において、前
記主車輪２２や前記副車輪２５２が備えられていない場合にあっては、前記基台２を直接
接地させることになるため、前記基台２を固定するための前記保持部材２６や、前記アー
ム４の後端部側を押し下げる際に利用される前記足置き台２４も必要ではなくなる。
【００６４】
　本実施形態においては、前記支柱２につき、一本の前記第五パイプ３１の上端に前記軸
受３２が取り付けられた構造のものを用いているが、本発明装置１において、前記支柱２
の数は必ずしも一本のみに限定されない。本発明装置１においては、例えば、前記基台２
上に二本の支柱２を立設し、係る二本の支柱２上に各々存する軸受３２に支軸が差し渡さ
れた状態で軸支さる構造のものとしても良い。又、前記軸受３２は、前記支軸４２を軸支
し、もって、前記アーム４をシーソー運動可能とするものであれば、その構造について特
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に限定されるものではない。
【００６５】
　本実施形態においては、前記アウトリガー２５及び前記アーム４につき、伸縮可能とな
されているが、本発明装置１においては、前記アウトリガー２５及び前記アーム４に対し
、必ずしも伸縮機能を付与する必要はない。
【００６６】
　本実施形態においては、前記固定具５につきチェーンを用いているが、本発明装置１に
おいて、前記固定具５は、前記アーム４の傾斜角（θ）を固定し得るものであれば特に限
定されるものではない。前記固定具５としては、例えば、ワイヤーやバンド等を挙げるこ
とができる。
【００６７】
　本実施形態においては、前記リール６につき、ラチェット６１により回転操作されるも
のを用いているが、本発明装置１において、前記リール６を回転操作する手段は特に限定
されない。前記リール６としては、例えば、ハンドルにより回転操作されるものや、電動
により回転操作されるものなどを挙げることができる。
【００６８】
　本実施形態においては、前記索体７につき、布製のベルトを用いているが、本発明装置
１において、前記索体７は、前記リール６に巻き取ることができ、且つ、前記重量物Ｗの
荷重に耐え得る強度を有するものであれば特に限定されるものではない。前記索体７の例
としては、ワイヤーやチェーンなどを上げることができる。又、本実施形態においては、
前記索体７の先端に採りつけられた前記フック７１を、前記重量物Ｗに掛けて、前記重量
物Ｗを吊持っているが、前記フック７１以外の掛け止め具を用いたり、前記索体７を直接
前記重量物Ｗに締結したりしても良い。
【００６９】
［実施形態２］
＜本発明補助具１０＞
　図１０に、本発明補助具１０を示す。前記本発明補助具１０は、基体１１と、複数の貫
通孔１２と、を具備する。
【００７０】
　前記基体１１は、鉄製の角パイプからなる基体本体１１１と、鉄製の板材からなる吊り
下げ部１１２と、を具備する。前記基体本体１１１の下面には、重量物固定用フック１１
３が複数個、溶接固定されている。前記重量物固定用フック１１３の先端は、前記基体１
１の内部側に向かって傾斜（より好ましくは、水平面に対し、４５～８５度傾斜）させる
のが好ましい。
【００７１】
　前記吊り下げ部１１２は、前記基体本体１１１の上面において、前記基体本体１１１の
長さ方向に沿って溶接固定されている。
【００７２】
　前記貫通孔１２は、前記吊り下げ部１１２の長さ方向に沿って（即ち、前記基体の長さ
方向に沿って）形成されており、複数個（本実施形態においては五個）が一定の間隔を空
けて配置されている。
【００７３】
＜前記本発明補助具１０を用いた重量物Ｗの昇降作業＞
　図１１に前記本発明補助具１０を用いた重量物Ｗの昇降作業を示す。
　図１１（ａ）に示すように、前記本発明補助具１０は、重量物Ｗの上面に固定される。
本実施形態においては、前記重量物固定用フック１１３を利用して、前記本発明補助具１
０を重量物Ｗの上面に固定している。
【００７４】
　前記重量物Ｗを前記本発明装置１で吊り持つにあたり、まず、前記本発明装置１の前記
索体７の先端に取り付けられた前記フック７１を、前記本発明補助具１０に設けられた複
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数の前記貫通孔１２のうちの一つ（好ましくは、最も中央側に存する貫通孔１２）に引っ
掛け、前記リール６を回転操作することによって、少しだけ吊り上げる。
【００７５】
　この際、前記重量物Ｗのバランスが取れていれば、前記重量物Ｗはほとんど傾くことな
く吊り上げられる。
【００７６】
　しかしながら、図１１（ｂ）に示すように、前記重量物Ｗのバランスが不均等となって
いた場合、前記重量物Ｗは重心が存する側に傾いた状態で吊り上げられる。この際、前記
重量物固定用フック１１３の先端を、前記基体１１の内部側に向かって傾斜させていると
、前記重量物Ｗの落下を防止することができる。
【００７７】
　このような場合、一旦、前記重量物Ｗを降ろし、図１１（ｃ）に示すように、改めて前
記フック７１を、前記重量物Ｗの重心が存する方向に存する前記貫通孔１２に引っ掛け直
せば、バランスが不均等となっている前記重量物Ｗをほとんど傾けることなく吊り上げる
ことが可能となる。
【００７８】
　なお、前記本発明補助具１０は、前記本発明装置１によって重量物Ｗの昇降作業を行う
際に、好適に用いられるものであるが、本発明装置１以外の吊持装置においても使用可能
である。
【００７９】
　その余は、前記実施形態１において説明した事項と同様であり、繰り返しを避けるべく
、ここでは説明を省略する。
【００８０】
　なお、本発明は、その精神または主要な特徴から逸脱することなく、他のいろいろな形
で実施することができる。そのため、上述の実施形態はあらゆる点で単なる例示にすぎず
、限定的に解釈してはならない。本発明の範囲は特許請求の範囲によって示すものであっ
て、明細書本文には、なんら拘束されない。さらに、特許請求の範囲の均等範囲に属する
変形や変更は、全て本発明の範囲内のものである。
【産業上の利用可能性】
【００８１】
　前記本発明装置は、重量物を昇降させる装置として好適に用いられる。又、前記本発明
補助具は、前記本発明装置によって重量物の昇降作業を行う際に、好適に用いられる。
【符号の説明】
【００８２】
１　本発明装置（吊持装置）
２　基台
２１　メインフレーム
２２　主車輪部
２３　支柱受け部
２４　足置き部
２５　アウトリガー
２５２　副車輪部
２６　保持部材
３　支柱
３２　軸受
３２１　底板
３２２　前端部側支持部
３２３　後端部側支持部
４　アーム
４１　アーム本体
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４２　支軸
４１１１　掛止爪
４１１２　取手
４１２１　滑車部
４３　当接片
５　固定具
６　リール
７　索体
７１　フック
１０　本発明補助具（吊持補助具）
１１　基体
１２　貫通孔
Ｗ　重量物
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